
社名
創業
資本金
発行済株式総数
株主数

株式会社クボタ
1890年
841億円
1,191,006,846株
96,282名

連結売上高
連結従業員数
グローバル展開
海外売上比率

2兆6,788億円
50,352人
120ヵ国以上
約78%

本社

東京本社

〒556-8601
大阪市浪速区敷津東一丁目2番47号
TEL 06-6648-2111
〒104-8307
東京都中央区京橋二丁目1番3号 
京橋トラストタワー
TEL 03-3245-3111

	 株主名 株数（千株） 持株比率（％）

1
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

193,258 16.23

2 日本生命保険相互会社 62,542 5.25

3 明治安田生命保険相互会社 59,929 5.03

4
株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
52,411 4.40

5 株式会社三井住友銀行 36,006 3.02

	 株主名 株数（千株） 持株比率（％）

6 株式会社みずほ銀行 31,506 2.65

7 MOXLEY ＆ CO LLC 27,998 2.35

8 SMBC日興証券株式会社 23,596 1.98

9 BNYM TREATY DTT 15 20,378 1.71

10
STATE STREET BANK 
WEST CLIENT – TREATY 
505234

18,358 1.54

大株主の状況

49.74%
金融機関・証券会社

3.51%

その他
国内法人

37.73%

外国人
（個人・法人）

9.02%個人・その他

所有者別分布状況

過去10年間の株価推移（2013年1月1日～2022年12月31日）

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月に開催

基準日
定時株主総会 毎年12月31日
期末配当金 毎年12月31日
中間配当金 毎年 6月30日

単元株式数 100株

株主名簿管理人
三井住友信託銀行（株）
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

郵便物送付先
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行（株） 証券代行部
tel 0120-782-031（フリーダイヤル）

取次窓口 三井住友信託銀行（株）本店および全国各支店

公告方法 当社ウェブサイトに掲載

上場証券取引所 東京証券取引所

株式基本情報
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世界 540万台以上
（累計）

トラクタ総生産台数

※クローラ型コンバインに限る

出典：Off-Highway Research

※ 活性炭処理水量ベース

（注）出典があるものを除き自社調査による

3,000万基以上
（累計）

エンジン総生産台数

No. 1

タイのトラクタシェア／
ASEAN 8 ヵ国のコンバイン
シェア（合計）※

約3,700種類 対応

エンジンのラインアップ

Stage V
欧州の排出ガス規制

21 1年連続世界 位

ミニバックホー販売台数

世界 70 ヵ国以上

ダクタイル鉄管納入実績

世界 7,000ヵ所以上

液中膜納入実績

約 80 %以上

国内高度浄水処理施設における
クボタ処理装置採用率

全グループ会社 218 社

海外グループ会社 158社

連結従業員数 50,352人

ビジネス展開国数 120ヵ国以上

売上高 2兆6,788億円
海外売上高（海外売上高比率）

2兆764億円（77.5%）

営業利益
（営業利益率） 2,189億円（8.2％）

1890年2月

創業者久保田権四郎により、大阪の地で
鋳物の製造が始められました。

日本での開設、続いて同年7月に欧州に
おいてイノベーションセンターを開設し、
オープンイノベーションを企図した開発
体制を強化しています。

イノベーションセンターの開設後に提携
を発表したスタートアップ企業などの
パートナーは世界に拡大し、様々な製品
分野での協働が期待されます。

自社ブランドのトラクタ販売拠点として
米国カリフォルニア州に「クボタトラク
タコーポレーション」を設立しました。

創 業

 1972年9月

国外進出

2019年6月

イノベーションセンター設立

26ケース
（2019年6月以降発表）

社外企業・団体との協働

23.6％削減
CO2排出量（スコープ1，2）2030年50％
の削減目標に対し、2022年度は23.6％
の削減を達成しました。

2014年比CO2排出

AAA
建設・農業機械、および大型貨物自動車
製造業30社のなかで「Leader」と評価
されました。

MSCI ESG格付け

2022年においても世界的なESG投資指標
であるDJSI Asia Pacificの構成銘柄に
選定されました。選定は6年連続となります。

Dow Jones Sustainability 
Indices (DJSI) Asia Pacific Index

既に欧州で販売シェア1位であった小型建
設機械の製造拠点としてドイツにグループ
会社を設立し現地生産を開始しました。

1989年7月

国外現地生産開始

2014年にサービスを開始した営農支援シス
テム「KSAS」はフィードバックを受けながら
年々進化し、ますます「使える」システムとし
て農業経営の持続性向上を支えています。

総数21,700軒以上
（2022年12月時点）

KSAS導入ユーザー

6年連続選定
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（2022年12月31日現在）

日 本
Japan

6,024億円
地域売上高

グループ従業員数
24,202人

グループ会社
60社

欧州
Europe

3,380億円
地域売上高

グループ従業員数
4,835人

グループ会社
49社

アジア
Asia

5,330億円
地域売上高

グループ従業員数
13,395人

グループ会社
53社

その他の地域
The rest of the world

1,035億円
地域売上高

グループ従業員数
409人

グループ会社
10社

北米
North America

11,020億円
地域売上高

グループ従業員数
7,511人

グループ会社
46社

株式・株主情報 （2022年12月31日現在）

会社概要 （2022年12月31日現在）
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